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《国内・国際》
失業率 ４．３％に改善10/1

総務省が３０日発表した８月の完全失業率(季節調整値。岩手、宮城、福島の３県を除く)は前月比０．４ポ

イント低下の４．３％と３ヵ月ぶりに改善した。完全失業率は、労働力人口に占める「完全失業者」の割合。

完全失業者は、職がなく仕事を探している人。職探しをしていない人は含まれないため、雇用情勢をみるには

失業者だけでなく、非労働力人口の確認も必要だ。８月の完全失業者数は２７０万人と前月に比べ２４万人減

った。解雇などで失業した人が９万人減ったほか、自発的に離職した人も１８万人減った。これだけみると、

雇用情勢は改善したように読める。だが、８月の非労働力人口は前月に比べ２０万人増えており、実際は厳し

い経済情勢を受け、失業者が職探しをあきらめ、労働市場から退出したことによる見せかけの持ち直しという

側面も見受けられ、本格的な雇用回復につながるかどうかは不透明だ。

６５歳まで雇用可能 ４７．９％10/13
厚生労働省が１２日発表した２０１１年６月１日時点の高年齢者雇用状況調査によると、希望者全員が少な

くとも６５歳まで働ける企業の割合は、前年比１．７ポイント上昇の４７．９％となった。大企業(従業員３０

１人以上)では０．１％上昇の２３．８％なのに対し、中小企業(同３１～３００人)は１．９％上昇の５０．７

、 。 。％で 大企業の取り組みの遅れが目立った 調査は従業員３１人以上の企業約１３万８千社の状況をまとめた

「派遣労働者 減」６１％10/22
厚生労働省が発表した２０１１年の就労条件総合調査によると、３年前に比べて「派遣労働者が減少した」

と答えた企業が６１％となった。景気の低迷で派遣労働者を雇う必要が薄れたほか、極力自社の従業員で実施

。 、 。するよう見直した企業が多かった ただ 引き続き派遣労働者を活用したいという企業は全体の７割を超えた

夫婦出生数 ２人割る10/22
夫婦が生涯に持つ子どもの平均人数は２０１０年に１．９６人となり、初めて２人を下回って過去最低にな

ったことが２１日、厚生労働省の国立社会保障・人口問題研修所の「出生動向基本調査」で分かった。１９９

０年前半に結婚し、子どもをほぼ生み終える時期となる結婚１５～１９年の夫婦の回答に基づくもので、１９

４０年は４．２７人、５０年代は３人台、６０年代に２人台になり、緩やかに減少傾向が続いていた。調査は

１９４０年から実施し、今回が１４回目。妻の年齢が５０歳未満の約９千組に調査票を配り、初婚同士の６７

０５組を集計した。

《県内》

県内企業「６５歳以上まで雇用」５２％10/19
山口労働局は１８日、県内企業における高年齢者の雇用状況(６月１日現在)を公表した 「希望者全員が６。

」 ． ． ） ． 。５歳以上まで働ける企業 は５２ ３％(前年同比０ ６ポイント上昇 と全国平均を４ ４ポイント上回った

希望者全員が６５歳以上働ける企業の割合を規模別にみると 労働者３１～３００人の中小企業は５４ ２％(同、 ．

０．６ポイント上昇)、３０１人以上の大企業は２６．９％(前年同水準)で中小企業に比べ低くなっている。民

「 」「 」「 」間企業は高年齢者等の雇用の安定等に関する法律に基づき 定年廃止 定年引き上げ 継続雇用精度の導入

のいずれかの措置を講じるように義務づけられている。同法に基づき雇用状況を報告した従業員３１人以上規

模の企業１５３８社(中小企業１４７９，大企業１０９)を対象に集計した。

県内 少子高齢化進む（２０１０年国勢調査 確定値）10/27
総務省が２６日発表した２０１０年国勢調査の確定値によると、山口県の人口は同年１０月１日現在で１４

５万１３３８人(男性６８万４１７６人、女性７６万７１６２人)だった。２００５年の前回調査に比べ４万１

２６８人(前回比２．８％減)減少し全国２５位。老年人口が増加する一方、年少人口と生産年齢人口はいずれ

も減少し、少子高齢化がさらに進展した結果となった。６５歳以上の老年人口は４０万４６９４人で前回に比

べ２．９％増加した。県人口に占める割合は、２８．０％で全国４位の高さだった。１５歳未満の年少人口は

１８万４０４９人で前回比０．５％減少。県人口に占める割合は１２．７％で全国４１位。１５歳から６４歳

までの生産年齢人口は８５万７９５６人で前回比２．５％減少。県人口に占める割合は５９．３％で全国４４

位だった。


